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〈
総
延
べ
床
面
積
〉

（年度）

未来の糸島へ  魅力ある公共施設を継承
―適切な維持・管理のための取り組み―
　本市では、都市化の進展や市民ニーズに対応するため、学校や公民館、クリーンセンターなどの公

共建築物、道路や橋、上下水道などのインフラ施設の整備を進めてきました。しかし、そのような市民

生活を快適にする施設も、年月が経てば老朽化が進みます。

　市では今後、施設の老朽化に対応するため、経営的視点を含めた管理・活用に取り組みます。

①
公
共
施
設
な
ど
の
保
有
量（
グ
ラ
フ
❶
）

　
平
成
27
年
度
末
の
、公
共
施
設
な
ど（
建

築
物
の
み
）の
総
延
べ
床
面
積
は
約
31
万

㎡
。こ
の
約
半
分
を
小
中
学
校
が
占
め
、市

営
住
宅
、環
境
施
設
、庁
舎
・
倉
庫
な
ど
が

続
い
て
い
ま
す
。

②
人
口
推
移（
グ
ラ
フ
❷
）

　
本
市
の
人
口
は
長
期
的
に
は
減
少
し
、

少
子
高
齢
化
が
一
層
進
む
見
込
み
で
す
。

③
財
政
状
況

　
収
入（
歳
入
）は
、税
収
減
や
交
付
税
の

減
額
な
ど
に
よ
り
減
少
し
、支
出（
歳
出
）

は
、社
会
保
障
費
な
ど
の
増
加
に
よ
り
、施

設
更
新
や
新
規
整
備
に
使
え
る
経
費（
投

資
的
経
費
）の
確
保
が
厳
し
く
な
る
見
通

し
で
す
。

④
公
共
施
設
な
ど
の
老
朽
化
の
状
況

　（グ
ラ
フ
❸
）

　
昭
和
50
年
代
か
ら
平
成
17
年
に
か
け

て
、人
口
の
増
加
と
と
も
に
都
市
化
が
進

展
し
、多
く
の
施
設
が
建
築
さ
れ
て
い
ま

す
。旧
耐
震
基
準
で
建
て
ら
れ
た
施
設
は

比
較
的
少
な
い
状
況
で
す
が
、今
後
、老
朽

化
は
確
実
に
進
む
た
め
、早
め
の
対
策
が

必
要
で
す
。

糸島市財政課　☎（332）2102問い合わせ

糸
島
市
の
公
共
施
設
な
ど
を

取
り
巻
く
現
状

公
共
施
設
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
へ
の

取
り
組
み

糸
島
市
公
共
施
設
等
総
合

管
理
計
画
の
概
要

パ
ブ
リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト
の
実
施

ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ラ
ン
作
成

市
民
協
働
に
よ
る
推
進

　
本
市
の
現
状
を
踏
ま
え
る
と
、今
あ
る

全
て
の
施
設
を
適
切
に
維
持
・
更
新
し
て

い
く
こ
と
は
難
し
く
、今
後
、市
民
の
年
齢

構
成
な
ど
社
会
構
造
の
変
化
へ
の
対
応
も

必
要
で
す
。

　
そ
の
た
め
、次
世
代
を
担
う
子
ど
も
た

ち
の
負
担
を
軽
減
で
き
る
よ
う
、今
の
う

ち
か
ら
計
画
的
に
、人
口
や
財
政
状
況
に

あ
っ
た
施
設
の
量
や
機
能
へ
調
整
し
て
い

く「
公
共
施
設
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
」に
取
り
組

み
ま
す
。こ
の
取
り
組
み
の
第
一
歩
と
し

て
、本
市
で
は
昨
年
度
か
ら
施
設
調
査
や

市
民
ア
ン
ケ
ー
ト
を
実
施
し（
グ
ラ
フ
❹
）、

今
年
度
中
に
糸
島
市
公
共
施
設
等
総
合
管

理
計
画
を
策
定
し
ま
す
。

①
計
画
の
対
象
施
設

市
が
所
有
・
管
理
す
る
公
共
施
設
な
ど
の

全
て
が
対
象
で
す
。

■
公
共
建
築
物
2
6
5
施
設（
約
29
万
㎡
）

■
イ
ン
フ
ラ
施
設

　
･
建
築
物（
排
水
機
場
な
ど
）1
1
3
施

設（
1
万
5
0
0
0
㎡
）

　
･
そ
の
他（
市
道
、橋
、た
め
池
、漁
港
、

上
下
水
道
な
ど
）

②
計
画
期
間

平
成
72
年
度（
2
0
6
0
年
度
）ま
で

③
計
画
の
基
本
理
念

「
豊
か
な
糸
島
生
活
を
次
世
代
に
継
承
す

る
た
め
の
公
共
施
設
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
」

〜
未
来
の
糸
島
へ
向
け
た
質
・
量
・
コ
ス

ト
の
最
適
化
〜

④
公
共
建
築
物
の
基
本
原
則

■
量
を
減
ら
す（
総
量
縮
減
）

将
来
的
な
更
新
・
改
修
費
用
を
縮
減
す

る
た
め
、公
共
建
築
物
の
総
延
べ
床
面

積
の
削
減
に
取
り
組
み
ま
す
。

■
組
み
合
わ
せ
る（
複
合
化
）

利
便
性
の
向
上
や
施
設
の
有
効
活
用
に

よ
り
、将
来
的
に
必
要
な
サ
ー
ビ
ス
を

維
持
す
る
た
め
、公
共
建
築
物
の
集
約

化
や
複
合
化
に
取
り
組
み
ま
す
。

⑤
イ
ン
フ
ラ
施
設
の
基
本
原
則

■
長
く
使
う（
長
寿
命
化
）

■
費
用
を
抑
え
る（
費
用
抑
制
）

　
本
年
12
月
に
、糸
島
市
公
共
施
設
等
総

合
管
理
計
画（
案
）を
、市
役
所
や
公
民
館
、

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
な
ど
で
公
表
し
て
パ
ブ

リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト（
意
見
公
募
）を
実
施

し
、そ
の
意
見
を
計
画
に
反
映
し
ま
す
。

　
平
成
29
年
度
か
ら
は
、お
お
む
ね
10
年

を
1
期
と
す
る
第
1
次
ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ラ

ン（
仮
称
）の
策
定
作
業
に
入
り
、具
体
的

な
個
別
の
公
共
建
築
物
に
つ
い
て
基
本
原

則
に
基
づ
く
行
動
計
画
を
作
成
し
ま
す
。

　
今
後
は
、財
政
状
況
が
厳
し
い
中
で
も
、

次
世
代
に
必
要
な
施
設
に
つ
い
て
は
整
備

し
つ
つ
、一
方
で
大
き
な
負
担
は
残
さ
な

い
よ
う
、真
に
必
要
な
サ
ー
ビ
ス
の
維
持
、

地
域
の
元
気
が
集
ま
る
よ
う
な
拠
点
づ
く

り
を
図
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　
最
も
身
近
な
利
用
者
で
あ
る
、地
域
の

皆
さ
ん
と
一
緒
に
考
え
て
い
く
こ
と
が
大

切
で
す
の
で
、ご
協
力
を
お
願
い
し
ま
す
。

■（グラフ❶）公共施設などの延べ床面積の内訳

■（グラフ❷）糸島市の将来人口展望

■（グラフ❸）糸島市の公共施設などの築年別整備状況

小学校
(30%)

その他施設
（インフラ系含む）

(24%) 

■　社会福祉施設
(4％)

中学校
(17%)■　庁舎・倉庫など

　(6％)

■ 　環境施設(7％)
■　市営住宅(7％)

■　校区公民館
(5％)

出所：まち・ひと・しごと創生糸島市人口ビジョンより
（※内訳には、年齢不詳人口が含まれないため、合計値と一致しない場合があります） 

■
年
少
人
口（
0
〜
14
歳
）

■
生
産
年
齢
人
口（
15
〜
64
歳
）

■
老
年
人
口（
65
歳
以
上
）

　
　
　 

高
齢
化
率

旧耐震基準 （昭和56年以前） 5万5385㎡（18.1％） 新耐震基準 （昭和57年以降） 25万875㎡（81.9％）

昭和50年代～平成17年度にかけ、
　人口が6万人から10万人に増加
　都市化が進展
　施設整備が集中

鉄筋コンクリート製建築物では、
建設後50～60年が
建て替えの目安

公共施設などの大規模
改修・建て替え時期が
今後集中する

総延べ床
面積31万㎡

1万2818

5万8870

8万8691
9万7974 9万7534 10万2591 10万1081 9万6740 9万1422 8万85431万8411

6万4030

2万6209 3万880 3万1728 3万2878 3万1503 3万782

5万8467

1万2858

5万8586

1万3125

5万5900

1万3453

5万278

1万3584

4万7515

1万2404

4万5905

1万1856

14.5%

1万6965

18.8%

1万4950

26.9%
30.1% 31.4% 34.0% 34.4% 34.8%

■　現在の施設の規模
で建て替えながら維
持していく(8.1％)

■　現在の規模を大きく
したり、新しい施設を
増やしていく（5.2％）

■　防災や法令上必要な施設のみ
残し、他は減らしていく（7.2％）

人口や財政規模に
合わせ、適切な施
設の量に調整して
いく（72.9％）

■　不明(3.7％)
■　その他
(3.0％)

■（グラフ❹）公共施設の方向性についての
　市民アンケート結果

空き教室が増えている学校

高齢者施設
複合施設化による拠点施設形成のイメージ

公共サービスの集約化・複合化イメージ

小中学校 公民館など集会施設

児童福祉施設

地域の拠点施設

老朽化が進んだ公民館など
集会施設

不要になった建物は
解体

修繕・改築

機能
移転

10広報いとしま No.165（平成28年11月15日号）11 広報いとしま No.165（平成28年11月15日号）



0

2万

4万

6万

8万

10万

1万

平成72
見込

（年）平成67
見込

平成57
見込

平成47
見込

平成37
見込

平成27
見込

平成17平成7
0

10

20

30

40

50
（％）（人）

0

5000

1万

1万5000

2万

2万5000
（㎡）

H26H24H22H20H16H14H12H10H8H6H4H2S63S61S59S57S55S53S49S47S45S43S41～S39
（昭和） （平成）

H18S51

〈
総
延
べ
床
面
積
〉

（年度）

未来の糸島へ  魅力ある公共施設を継承
―適切な維持・管理のための取り組み―
　本市では、都市化の進展や市民ニーズに対応するため、学校や公民館、クリーンセンターなどの公

共建築物、道路や橋、上下水道などのインフラ施設の整備を進めてきました。しかし、そのような市民

生活を快適にする施設も、年月が経てば老朽化が進みます。

　市では今後、施設の老朽化に対応するため、経営的視点を含めた管理・活用に取り組みます。

①
公
共
施
設
な
ど
の
保
有
量（
グ
ラ
フ
❶
）

　
平
成
27
年
度
末
の
、公
共
施
設
な
ど（
建

築
物
の
み
）の
総
延
べ
床
面
積
は
約
31
万

㎡
。こ
の
約
半
分
を
小
中
学
校
が
占
め
、市

営
住
宅
、環
境
施
設
、庁
舎
・
倉
庫
な
ど
が

続
い
て
い
ま
す
。

②
人
口
推
移（
グ
ラ
フ
❷
）

　
本
市
の
人
口
は
長
期
的
に
は
減
少
し
、

少
子
高
齢
化
が
一
層
進
む
見
込
み
で
す
。

③
財
政
状
況

　
収
入（
歳
入
）は
、税
収
減
や
交
付
税
の

減
額
な
ど
に
よ
り
減
少
し
、支
出（
歳
出
）

は
、社
会
保
障
費
な
ど
の
増
加
に
よ
り
、施

設
更
新
や
新
規
整
備
に
使
え
る
経
費（
投

資
的
経
費
）の
確
保
が
厳
し
く
な
る
見
通

し
で
す
。

④
公
共
施
設
な
ど
の
老
朽
化
の
状
況

　（グ
ラ
フ
❸
）

　
昭
和
50
年
代
か
ら
平
成
17
年
に
か
け

て
、人
口
の
増
加
と
と
も
に
都
市
化
が
進

展
し
、多
く
の
施
設
が
建
築
さ
れ
て
い
ま

す
。旧
耐
震
基
準
で
建
て
ら
れ
た
施
設
は

比
較
的
少
な
い
状
況
で
す
が
、今
後
、老
朽

化
は
確
実
に
進
む
た
め
、早
め
の
対
策
が

必
要
で
す
。

糸島市財政課　☎（332）2102問い合わせ

糸
島
市
の
公
共
施
設
な
ど
を

取
り
巻
く
現
状

公
共
施
設
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
へ
の

取
り
組
み

糸
島
市
公
共
施
設
等
総
合

管
理
計
画
の
概
要

パ
ブ
リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト
の
実
施

ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ラ
ン
作
成

市
民
協
働
に
よ
る
推
進

　
本
市
の
現
状
を
踏
ま
え
る
と
、今
あ
る

全
て
の
施
設
を
適
切
に
維
持
・
更
新
し
て

い
く
こ
と
は
難
し
く
、今
後
、市
民
の
年
齢

構
成
な
ど
社
会
構
造
の
変
化
へ
の
対
応
も

必
要
で
す
。

　
そ
の
た
め
、次
世
代
を
担
う
子
ど
も
た

ち
の
負
担
を
軽
減
で
き
る
よ
う
、今
の
う

ち
か
ら
計
画
的
に
、人
口
や
財
政
状
況
に

あ
っ
た
施
設
の
量
や
機
能
へ
調
整
し
て
い

く「
公
共
施
設
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
」に
取
り
組

み
ま
す
。こ
の
取
り
組
み
の
第
一
歩
と
し

て
、本
市
で
は
昨
年
度
か
ら
施
設
調
査
や

市
民
ア
ン
ケ
ー
ト
を
実
施
し（
グ
ラ
フ
❹
）、

今
年
度
中
に
糸
島
市
公
共
施
設
等
総
合
管

理
計
画
を
策
定
し
ま
す
。

①
計
画
の
対
象
施
設

市
が
所
有
・
管
理
す
る
公
共
施
設
な
ど
の

全
て
が
対
象
で
す
。

■
公
共
建
築
物
2
6
5
施
設（
約
29
万
㎡
）

■
イ
ン
フ
ラ
施
設

　
･
建
築
物（
排
水
機
場
な
ど
）1
1
3
施

設（
1
万
5
0
0
0
㎡
）

　
･
そ
の
他（
市
道
、橋
、た
め
池
、漁
港
、

上
下
水
道
な
ど
）

②
計
画
期
間

平
成
72
年
度（
2
0
6
0
年
度
）ま
で

③
計
画
の
基
本
理
念

「
豊
か
な
糸
島
生
活
を
次
世
代
に
継
承
す

る
た
め
の
公
共
施
設
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
」

〜
未
来
の
糸
島
へ
向
け
た
質
・
量
・
コ
ス

ト
の
最
適
化
〜

④
公
共
建
築
物
の
基
本
原
則

■
量
を
減
ら
す（
総
量
縮
減
）

将
来
的
な
更
新
・
改
修
費
用
を
縮
減
す

る
た
め
、公
共
建
築
物
の
総
延
べ
床
面

積
の
削
減
に
取
り
組
み
ま
す
。

■
組
み
合
わ
せ
る（
複
合
化
）

利
便
性
の
向
上
や
施
設
の
有
効
活
用
に

よ
り
、将
来
的
に
必
要
な
サ
ー
ビ
ス
を

維
持
す
る
た
め
、公
共
建
築
物
の
集
約

化
や
複
合
化
に
取
り
組
み
ま
す
。

⑤
イ
ン
フ
ラ
施
設
の
基
本
原
則

■
長
く
使
う（
長
寿
命
化
）

■
費
用
を
抑
え
る（
費
用
抑
制
）

　
本
年
12
月
に
、糸
島
市
公
共
施
設
等
総

合
管
理
計
画（
案
）を
、市
役
所
や
公
民
館
、

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
な
ど
で
公
表
し
て
パ
ブ

リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト（
意
見
公
募
）を
実
施

し
、そ
の
意
見
を
計
画
に
反
映
し
ま
す
。

　
平
成
29
年
度
か
ら
は
、お
お
む
ね
10
年

を
1
期
と
す
る
第
1
次
ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ラ

ン（
仮
称
）の
策
定
作
業
に
入
り
、具
体
的

な
個
別
の
公
共
建
築
物
に
つ
い
て
基
本
原

則
に
基
づ
く
行
動
計
画
を
作
成
し
ま
す
。

　
今
後
は
、財
政
状
況
が
厳
し
い
中
で
も
、

次
世
代
に
必
要
な
施
設
に
つ
い
て
は
整
備

し
つ
つ
、一
方
で
大
き
な
負
担
は
残
さ
な

い
よ
う
、真
に
必
要
な
サ
ー
ビ
ス
の
維
持
、

地
域
の
元
気
が
集
ま
る
よ
う
な
拠
点
づ
く

り
を
図
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　
最
も
身
近
な
利
用
者
で
あ
る
、地
域
の

皆
さ
ん
と
一
緒
に
考
え
て
い
く
こ
と
が
大

切
で
す
の
で
、ご
協
力
を
お
願
い
し
ま
す
。

■（グラフ❶）公共施設などの延べ床面積の内訳

■（グラフ❷）糸島市の将来人口展望

■（グラフ❸）糸島市の公共施設などの築年別整備状況

小学校
(30%)

その他施設
（インフラ系含む）

(24%) 

■　社会福祉施設
(4％)

中学校
(17%)■　庁舎・倉庫など

　(6％)

■ 　環境施設(7％)
■　市営住宅(7％)

■　校区公民館
(5％)

出所：まち・ひと・しごと創生糸島市人口ビジョンより
（※内訳には、年齢不詳人口が含まれないため、合計値と一致しない場合があります） 

■
年
少
人
口（
0
〜
14
歳
）

■
生
産
年
齢
人
口（
15
〜
64
歳
）

■
老
年
人
口（
65
歳
以
上
）

　
　
　 

高
齢
化
率

旧耐震基準 （昭和56年以前） 5万5385㎡（18.1％） 新耐震基準 （昭和57年以降） 25万875㎡（81.9％）

昭和50年代～平成17年度にかけ、
　人口が6万人から10万人に増加
　都市化が進展
　施設整備が集中

鉄筋コンクリート製建築物では、
建設後50～60年が
建て替えの目安

公共施設などの大規模
改修・建て替え時期が
今後集中する

総延べ床
面積31万㎡

1万2818

5万8870

8万8691
9万7974 9万7534 10万2591 10万1081 9万6740 9万1422 8万85431万8411

6万4030

2万6209 3万880 3万1728 3万2878 3万1503 3万782

5万8467

1万2858

5万8586

1万3125

5万5900

1万3453

5万278

1万3584

4万7515

1万2404

4万5905

1万1856

14.5%

1万6965

18.8%

1万4950

26.9%
30.1% 31.4% 34.0% 34.4% 34.8%

■　現在の施設の規模
で建て替えながら維
持していく(8.1％)

■　現在の規模を大きく
したり、新しい施設を
増やしていく（5.2％）

■　防災や法令上必要な施設のみ
残し、他は減らしていく（7.2％）

人口や財政規模に
合わせ、適切な施
設の量に調整して
いく（72.9％）

■　不明(3.7％)
■　その他
(3.0％)

■（グラフ❹）公共施設の方向性についての
　市民アンケート結果

空き教室が増えている学校

高齢者施設
複合施設化による拠点施設形成のイメージ

公共サービスの集約化・複合化イメージ

小中学校 公民館など集会施設

児童福祉施設

地域の拠点施設

老朽化が進んだ公民館など
集会施設

不要になった建物は
解体

修繕・改築

機能
移転
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